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【要旨】 

 平成 18 年豪雪では雪崩災害が多発し、社会的に大きな問題となった。そこで、豪雪時における雪崩災害の防止・

軽減に向けた危険箇所点検や応急対策を体系的に実施するため、行政機関等からのヒアリングおよび現地調査を

実施し、危険箇所点検・管理要領や応急対策事例集をとりまとめた。 

 また、リアルタイム気象情報を活用した雪崩発生危険度評価手法を検討するために、レーダー降水量および地

形データを用いて、平成 18 年豪雪時の雪崩災害発生箇所周辺の積雪安定度の時間変化を求めたところ、雪崩発生

前の多量の降雪により新雪層が崩壊したと思われる雪崩の発生を比較的よく予測できることが示された。 

 さらに、雪崩の到達範囲を予測する雪崩運動シミュレーションの精度向上のため、積雪期の航空レーザー計測

データをもとに、無雪期の計測データから積雪面の形状を推定する手法と、実際の雪崩発生事例をもとに適切な

パラメータの設定手法を検討し、シミュレーションによる雪崩到達範囲の予測手法を提案した。 

キーワード：雪崩、危険箇所点検、応急対策、解析雨量、積雪安定度、雪崩運動モデル 

 

 

１．はじめに 

 記録的な豪雪となった平成 18 年豪雪では、集落・道

路等への雪崩災害が頻発したほか、雪崩の危険による

長期間の住民の避難、アクセス道路の寸断による集落

の孤立等も多発し、社会的に大きな問題となった。し

かし、雪崩災害を防止するための対策工事の整備は遅

れており、発生時期の予測や危険区域の設定手法の精

度も必ずしも高くない現状にある。 

 また、雪崩に対する危険箇所点検および応急対策も

必ずしも体系的に実施されていないため、広域に豪雪

が発生した場合、その対処にあたり多くの課題が顕在

化することになった。近年、少雪化傾向が続き、担当

者の経験も少なくなり対応に苦慮する場面も出てきて

いる。 

 そこで、このような課題を解決するため、既存の手

法を活用して、豪雪時に直ちに対処可能な雪崩対策手

法の調査・研究を、寒地土木研究所寒地道路研究グル

ープ雪氷チームとともに行った。本稿では、雪崩・地

すべり研究センターが実施した下記の研究内容につい

て報告する。 

① 豪雪時の危険箇所点検および応急対策手法の検討 

② リアルタイムな気象情報および斜面形状を考慮し

た危険区域設定手法の検討 

③ 高密度DEMデータを活用し積雪状況等を考慮した

危険区域設定手法の検討 

 

２．豪雪時の雪崩危険箇所点検および応急対策手法の

検討 

２．１ 目的と方法 

 雪崩災害を未然に防ぐには、パトロール等によって

事前に雪崩危険箇所での発生の兆候を察知し、対策を

講じることが望ましい。しかし、具体的な点検手法は

確立しておらず、近年続いた少雪傾向もあり、担当者

が現場での対応に苦慮することが数多く見られた。そ

こで、平成 19 年度は、平成 18 年豪雪で大きな被害を

受けたほか、毎年危険箇所の点検等を実施している新

潟県中越地方を中心に、現状の点検状況について行政

機関へのアンケート・聞き取り調査を行い、その結果

にもとづき、雪崩パトロールや雪崩対策等の実績の豊

富な建設会社やコンサルタントへのヒアリング・現地

調査を行った。そして、先進的な取り組みや課題およ

び収集資料、既往の文献等をもとに、効率的に巡視を

行う手法を、「雪崩危険箇所点検・管理要領（案）」（以

下、点検・管理要領）としてとりまとめた。また、点

検者が現地へ持参し、危険な斜面状況を的確に判断・

記録できるように「雪崩危険箇所点検カルテ」（以下、

点検カルテ）を提案した。 

 平成 20 年度は、公表に向けて記述内容を行政機関に

照会したほか、寒地土木研究所と内容の検討を行った。 

構成は、① 雪崩基礎編、② 点検・管理要領（案）編、
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③ 雪崩パトロールの留意点に関する技術資料（案）編

の３部構成とした。「雪崩基礎編」は、雪崩の定義や発

生に係る基礎知識をまとめ、「雪崩パトロールの留意

点に関する技術資料（案）編」は、主に北海道の道路

における雪崩パトロールの留意点をまとめたものであ

る。 

 一方、点検で危険と判断された斜面については、応

急対策を実施することでその危険性を排除もしくは低

減する必要がある。また、雪崩が発生した場合には、

生活や交通を回復させるための処置や、次の雪崩発生

に備えた応急対策が必要となる。しかしながら、応急

対策についても体系的には実施されていないため、危

険箇所点検と同様に、アンケート・聞き取り調査等に

よって収集した事例を分析し、対象箇所へのアクセス

や作業スペース等に応じて適切な対策を選定する手法

を検討した。 

 

２．２ 結果 

２．２．１ 雪崩危険箇所点検 

 地域住民の安全・安心のため雪崩危険箇所の点検を

的確かつ円滑に実施するため、各地で行われている雪

崩危険箇所点検の事例を収集し、集落などを対象とし

た雪崩危険箇所を調査点検・管理する方法を「雪崩危

険箇所点検・管理要領（案）」として示した。 

 構成は、雪崩点検の方法、雪崩点検の内容・着眼点、

雪崩危険箇所点検の出動基準、携行資器材とした。雪

崩点検の種類は、無雪期点検および積雪期点検の 2 種

類とし、無雪期点検は、降雪前点検と融雪後点検に区

分した。また、積雪期点検は、通常時点検、雪崩の発

生の危険性が認められた場合の緊急時点検および気象

監視に区分した（図 1）。 

 つぎに、的確に雪崩危険箇所点検を行うため、雪崩

点検の内容・着眼点を記述した。雪崩は、地形や植生

等の要因により発生が大きく左右され、図 2 に示すよ

うに植生・斜面勾配・見通し角の 3 条件を満たす斜面

は、雪崩発生の危険性が高い。そのため、無雪期に地

形や植生の状況を把握し、雪崩発生の危険性の把握に

努める必要があることなどについて記述した。 

 斜面の点検は、表 1 に示した項目について行い、雪

崩対策施設は、無雪期において損傷等の状況を把握し、

次の冬期において雪崩への効果を発揮できるように表

2 の項目について点検を行い管理することを提案した。 

 積雪期点検における通常時点検は、斜面状況、植生

状況、雪崩対策施設の状況（表 3）について点検する

こととした。また、表 3 の記載事項については、写真 

雪崩点検

無雪期点検 積雪期点検

降雪前点検 融雪後点検 現地点検 気象監視

通常時点検 緊急時点検

雪崩点検

無雪期点検 積雪期点検

降雪前点検 融雪後点検 現地点検 気象監視

通常時点検 緊急時点検  

図 1 雪崩点検の区分 

 

雪崩発生
危険斜面

【植生条件】
植生が疎な斜面

（高木高密以外）

【斜面勾配条件】
斜面勾配30～60

の斜面

【見通し角条件】
保全対象からの見通し角

表層雪崩: 18以上
全層雪崩: 24以上

となる斜面

雪崩発生
危険斜面

【植生条件】
植生が疎な斜面

（高木高密以外）

【斜面勾配条件】
斜面勾配30～60

の斜面

【見通し角条件】
保全対象からの見通し角

表層雪崩: 18以上
全層雪崩: 24以上

となる斜面

 

図 2 雪崩発生危険斜面の抽出条件 

 

表 1 無雪期における地形・植生状況の点検項目 

対象箇所 点検内容

斜面全体  植生の伐採、地形が変化していないか

 発生区の植生が伐採されたか

 発生区の斜面改変、崩壊により発生区勾配が変化したか

 稜線の植生が伐採されたか

 走路の植生が伐採されたか

 走路の変化にともない雪崩走路が変化したか

 雪崩により植生が被災していないか

堆積区  堆積区の植生が伐採され、雪崩に対する防護効果が消失していないか

発生区

走　路

 

 

表 2 無雪期における雪崩対策施設の状況点検項目 

対象箇所 点検内容

 対策工が老朽化・損傷・腐食し、機能が低下していないか

 異常な変形・ゆるみ・さび等はないか

 老朽化による施設撤去により、雪崩発生抑止や防護効果に影響はないか

 基礎の亀裂・損傷・浮き上がり・沈下・洗掘等により不安定になっていないか

 アンカー・ワイヤーロープ等の破損、取付金具の異状はないか

 土砂や落石の堆積により機能が低下していないか

発生区
走　路
堆積区

 

 

表 3 通常時の点検内容 

項目 点検内容

 雪崩発生の有無

 雪崩が発生している場合、建物まで到達していないか

 雪庇が発達し、落ちそうな状態ではないか

 吹きだまりの発生や、吹きだまりによる雪庇（巻きだれ）が発達し、落ちそうな
状態ではないか

 クラック（雪割れ）は発生していないか

 雪しわは発生していないか

 地すべりや法面崩壊等による地形変状はないか

 積雪による積雪表面がフラット化していないか

 スノーボールは発生していないか

 その他

 積雪深に対して雪上木高や雪崩抑止効果は十分か

 雪崩による被災はないか

 植生の折れ・たわみ・位置の変化はないか

 その他

 施設が雪に埋没し、機能が削がれていないか

 施設天端からの雪庇（巻きだれ）が発生していないか

 施設の破損等の変状はないか

 その他

植生状況

雪崩対策施設
の状況

斜面状況
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や解説図を用いて分かりやすく示し（図 3）、点検マニ

ュアルやカルテの様式の作成を行った。また、点検カ

ルテには、点検員が共通の認識で危険な斜面状況を的

確に判断するための雪崩危険斜面毎の点検シートの作

成例（図 4）も記載した。その他、点検の出動基準や

携行資器材について、既存の例を示した。 

 

雪庇

雪庇

稜線付近の雪庇 法肩にせり出した雪庇

冬期の卓越風

風下に発達
しつつある雪庇

冬期の卓越風

発達した雪庇

雪庇

雪庇

稜線付近の雪庇 法肩にせり出した雪庇

冬期の卓越風

風下に発達
しつつある雪庇

冬期の卓越風

発達した雪庇

 
図 3 写真・解説図の例（雪庇の発達状況） 

 

 
図 4 雪崩危険箇所点検シートの作成例 

 

２．２．２ 雪崩応急対策手法 

 応急対策手法は、過去の応急対策事例について行政

機関等への調査を行い、60 事例を収集した結果を対処

方法や施工方法などによって図 5 のように分類・体系

化した。 

 60 事例のほとんどは道路法面対策の事例であり、斜

面や法面、雪崩対策施設の上部やトンネル・スノーシ

ェッド坑口部等の雪庇を直接処理する方法であった。

処理方法としては、人力、機械、人力・機械併用と火

薬等による方法に分類された。人力処理では、高所作

業車を用いて道路管理施設の雪庇を処理したり、ワイ

ヤロープを用いて法肩部等の雪庇を処理したりする事

例があった。機械処理では、斜面上部の処理のために

登坂路を施工し、重機が上部へ移動して作業する例や、

ホイールクレーンのワイヤ先端に鉄板を取り付け、雪

を切り落とす事例などがあった。火薬等による処理で

は、火薬類取締法の対象外で手続きが容易な蒸気圧破

砕薬剤を用いた処理事例もあった（図 6）。 

 待ち受けの方法は、雪崩から防護するために設ける

場合と、道路や建物等への直撃を避けるため誘導する

方向に向けて設置する場合があり、山側の雪を掘って

雪堤を設置する方法と、大型土のうなどの仮設資材を

設置する方法があった。雪堤の設置事例では、雪崩に

よる二次災害の危険性から、無人重機を用いて設置し

た事例もあった。雪堤の施工は、主に機械作業である

が、対象箇所への機械の搬入アクセスが困難な場合に

は、人力作業で施工している事例もあった。また、仮

設資材の設置による方法では、道路上にコンクリート

ブロックを設置して山側に堆雪ポケットを確保してい

た事例（図 7）もあった。 

 雪崩検知センサーを設置した事例では、雪崩が再び

発生する危険性がある場合に、ワイヤセンサーを設置

し、通行車両等に注意喚起を行った事例があった。 

 上記の事例について、対象箇所へのアクセスや作業

スペース、対象斜面の規模などに応じた対策手法の選 

 

雪崩応急対策

(1) 直接処理

(2) 待ち受け

(3) 雪崩検知

① 雪庇処理

② 踏み固め・階段工

③ 雪堤設置

④ 仮設資材設置（3）
・大型土嚢
・コンクリートブロック 等

⑤ 雪崩検知センサー（1）

ⅰ) 人力処理（13）
ⅱ) 機械処理（19）
ⅲ) 人力・機械併用処理（9）
ⅳ) 火薬等処理（3）

ⅰ) 人力処理（1）
ⅱ) 機械処理（11）

雪崩応急対策

(1) 直接処理

(2) 待ち受け

(3) 雪崩検知

① 雪庇処理

② 踏み固め・階段工

③ 雪堤設置

④ 仮設資材設置（3）
・大型土嚢
・コンクリートブロック 等

⑤ 雪崩検知センサー（1）

ⅰ) 人力処理（13）
ⅱ) 機械処理（19）
ⅲ) 人力・機械併用処理（9）
ⅳ) 火薬等処理（3）

ⅰ) 人力処理（1）
ⅱ) 機械処理（11）

 

図 5 応急対策事例の分類・体系化（括弧内は収集事

例数） 
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定ができるようなフローの検討を行い（図 8）、個別の

事例と合わせて応急対策事例対策集としてとりまとめ

た。 

 

 

図 6 蒸気圧破砕薬剤を用いた雪庇処理事例 

落石防護柵損壊落石防護柵損壊

 

図 7 コンクリートブロックを道路に設置し山側にポ

ケットを確保した事例 

 

 

３．リアルタイムな気象情報および斜面形状を考慮し

た危険区域設定手法の検討 

３．１ 目的と方法 

 現在、気象状況から雪崩発生を予測するには気象庁

のアメダスデータが用いられることが多いが、雪崩の

発生しやすい山間部の観測点は少なく、また観測点の

設置間隔も約 17 km（降水量）と大きいため、実際の

雪崩発生現場近傍の気象・積雪データが得られること

は少ない。このため、平成 18 年度に道路管理用の気象

テレメータの活用を検討したが、山間部の観測点は多

いものの、テレメータによるリアルタイム気象情報が

取得可能な箇所は少ないことが判明した。そこで、平

成 19 年度からは解析雨量の活用を検討することにし

た。 

 解析雨量は、雨粒から反射してくるレーダー電波の

強さから雨量を求め、さらにアメダスや国・都道府県

の雨量計データで補正を行い、面的な雨量分布を得る

ものである。今回解析を行った新潟県・長野県周辺で

は、2006 年 1 月以降は約 1 km メッシュ毎と、アメダ

スと比較して細かいメッシュ間隔で 30 分間隔にデー

タが得られ、また 6 時間先までの 1 時間毎の予報デー

タも得られる。 

 本研究では、解析雨量にくわえて 50 m メッシュの

数値標高データによる斜面の傾斜を考慮し、平成 18

年豪雪における実際の雪崩発生時の雪崩発生危険度

（積雪安定度）を算出し、解析雨量が雪崩発生予測に

適用可能か検討を行った。 

 

 

 

 

応急対策の実施
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図 8 応急対策手法の選定フロー 
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３．２ 結果 

３．２．１ 積雪安定度と雪崩災害発生状況との比較 

 平成 18 年豪雪時に発生した 6 件の雪崩災害事例（表

4）について、雪崩発生箇所周辺約 30 km 四方を対象

に積雪安定度の分布や時間変化を求め、雪崩発生状況

との比較を行った。 

 雪崩発生箇所周辺の積雪安定度を求めるために、1

時間毎の解析雨量データを新雪の安定度 SI（Stability 

Index）と降雪強度の関係を求める既往の式に入力し、

雪崩発生箇所周辺における SI の時間変化を計算した。 

 ここで、SI は 




cossinW
SI         (1) 

と定義され、積雪のせん断強度と、積雪荷重 W およ

び斜面傾斜角で表されるせん断応力との比である。

よって、SI は弱層の形成によるせん断強度の減少や、

多量の降雪による積雪荷重の増加などにより、値が小

さくなるほど雪崩発生の危険が増すことになり、一般

に SI < 1.5 を雪崩発生基準として用いるケースが多い
1)。 

 式 1 は圧密による積雪密度の時間変化式およびせん

断強度と積雪密度の関係式を用いて 





cossin

cos

i

0i
2

i W

dtW
C
n

B
SI

n

m

n 





 




     (2) 

と表すことができる 1)。ここで、B, C, m, n は定数であ

り、SIiは積雪 i 層の安定度、Wiは i 層上の積雪荷重、

0は積雪の初期密度（新雪密度）である。 

 

表 4 検討を行った雪崩災害事例 

 

 0 を 50 kg/m3 と仮定すると、積雪荷重 W は 1.0 

kg/m2hr（積雪荷重）= 20 mm/hr（積雪深）= 1 mm/hr

（降水量）と換算できるので、1 時間毎の解析雨量に

対応した新雪層を順次積み重ねた積雪層を設定し、各

層の密度およびせん断強度の変化を計算することで、

各層の安定度 SIiの時間変化が求められる。このとき、

SIiの最小値が 1.5 に近づくと、雪崩危険度が高まって

いると判断できることになる。 

 また、式 2 に含まれる斜面傾斜角は、国土地理院

刊行の 50 m メッシュの数値標高データを用いること

で、地形を考慮した広域にわたる積雪安定度の分布を

求めることが可能となる。すなわち、平坦な市街地に

降雪が集中しても雪崩の危険性は少ないが、急峻な山

岳域ではある程度の降雪でも雪崩の危険性が高まるこ

とを表現できることになる。メッシュ毎のを求める

には、北側と南側に隣接するメッシュの標高から南北

方向の傾斜i を、同様に東西方向の傾斜j を算出し、

これらの合成勾配（i
2 + j

2）を対象メッシュのとし

た 2)。また、その他の定数や計算方法も水津（2002）

を参考にした。 

 図 9 は、平成 17 年 12 月 28 日に新潟県湯沢町土樽で

発生した雪崩について、雪崩発生時の SI 分布を求めた

ものである。中央●印の雪崩発生箇所では SI が小さく

なっており、雪崩発生の危険性が高かったことが示さ

れた。また、発生前 72 時間累加解析雨量（図 10 左）

および周辺の斜面傾斜角分布（図 10 右）と比較すると、

累加雨量が大きくても斜面傾斜が緩い箇所では SI は

大きくなっており、危険箇所がより絞り込まれている

ことがわかる。 

 つぎに、雪崩発生の 48 時間前から 12 時間後までの

SI の計算結果を、秋山郷屋敷地区について 2 例示す（図

11）。1 月 3 日に発生した雪崩では、発生前に降雪が連

続したことにより、発生時に SI < 1.5 の雪崩発生基準

を満たしていた（図 11 上）。一方、2 月 5 日の場合は、

降雪があると SI は減少するものの、降雪量自体が少な

いため発生基準には至らなかった。（図 11 下）。発生の

理由としては、なんらかの弱層が形成されたために、

比較的少ない降雪量で発生したことが考えられる。 

 よって、本研究で行った手法は、雪崩発生前に多量

の降雪が続いて新雪層自体が崩壊するような、いわゆ

る「ドカ雪型」雪崩に適用可能であり、弱層が原因と

なる雪崩や、融雪が関与する全層雪崩などには向かな

いと考えられる。また、発生基準にいたらない場合で

も、発生前にいったん SI が減少し、発生後に増加する

傾向がみられ、現場での防災対応を取る上で参考とな

雪崩発生箇所 発生日 概 要 

新潟県津南町 

秋山郷前倉地区 
2005.12.24 

通行車両 1 台巻き込ま

れる 

新潟県湯沢町 

土樽 
2005.12.28 

流下距離約 1.5 km 

道路埋塞・電柱倒壊 

2006.1.3 家屋一部損壊 長野県栄村 

秋山郷屋敷地区 2006.2.5 家屋一部損壊 

2006.1.12 道路通行止め 
新潟県魚沼市 

上折立・大湯温泉 2006.1.28
道路通行止め、未明～

早朝に 3 箇所で発生 



戦－１５ 豪雪時における雪崩危険度判定手法に関する研究（１） 

 6

る情報と考えられる。 

 

 
図 9 土樽雪崩発生時の積雪安定度分布（●：雪崩発

生箇所） 

  
図 10 土樽周辺の雪崩発生前 72 時間累加解析雨量

（左、単位 mm）と斜面傾斜角（右、単位 ）の分布 
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図 11 雪崩発生 48 時間前～12 時間後における SI お

よび解析雨量の変化（上：秋山郷屋敷地区（1 月 3 日）、

下：秋山郷屋敷地区（2 月 5 日）、0 時間が雪崩発生時

刻、 ：雪崩発生時の SI、 ：期間中最小の SI） 

３．２．２ なだれ注意報との比較 

 本研究の手法の雪崩発生予測への適用性を検討する

ために、気象庁のなだれ注意報との精度の比較を行っ

た。表 4 に示す雪崩発生箇所は、新潟県魚沼南部地域・

十日町地域と長野県中野飯山地域に含まれる。表 5 に

新潟県および長野県のなだれ注意報発令基準を示すが、

平成 18 年豪雪時には積雪・降雪ともに多い期間が連続

したほか、実際に雪崩災害が頻発したため、魚沼南部

および十日町地域は 2005 年 12 月 22 日から、中野飯山

地域は 12 月 21 日から注意報が長期間にわたり発令さ

れ、2006 年 5 月まで継続した。 

 一方、表 4 の魚沼市を除く地域について SI を 12 月

初めから2月末まで計算した結果は図12のようになる。

雪崩発生基準である SI < 1.5 に達した日数は、最小で

90 日間中 5 日（秋山郷前倉地区）、最大で 17 日間であ

った（湯沢町土樽）。よって、ドカ雪型の表層雪崩の警

戒上は、なだれ注意報よりも少ない空振り率で予測が

可能になるといえる。図 13、14 には SI が全体的に低

下した 1 月 3 日と 14 日の分布図を示すが、1 月 3 日（図

13）は山岳域を中心に SI が低下しており、秋山郷屋敷

地区（図中●印）で雪崩が発生したほか、新潟県湯沢

町のスキー場（図中▲印）などでも小規模な雪崩が多

発した。屋敷地区の雪崩発生箇所付近では SI が 1.5 以

下（赤色）の危険な部分が多い一方、スキー場付近の

SI は 2～3 程度（黄色）で発生基準には達しない部分

が多いが、局所的に SI の小さい箇所も点在しており、

小規模な雪崩発生の危険性があったことが確認できる。

また、1 月 14 日（図 14）は平地の近くでも SI が低下

しているが、図中の範囲では雪崩災害の報告はなかっ

た。ただし、新潟・富山・岐阜県など広範囲にわたり

道路や鉄道など市街地に近い場所での雪崩災害事例が

あったことから、雪崩発生の危険を予測し警戒体制を

事前にとる上では有効な情報と考えられる。 

 以上のことから、本研究で用いた雪崩発生予測手法

は、雪崩発生危険箇所を絞り込みでき、多量の降雪が 

 

表 5 新潟県・長野県のなだれ注意報発令基準 

区 域 発 令 基 準 

新潟県

① 降雪の深さが 50 cm 以上で気温の変化が大きい場合 

② 積雪が 50 cm 以上で最高気温が 8C 以上になるか、日

降水量 20 mm 以上の降雨がある場合 

長野県

表層なだれ：積雪が 50 cm 以上あって降雪の深さが 20 cm

以上で、風速 10 m/s 以上または、積雪が 70 cm 以上

あって降雪の深さが 30 cm 以上 

全層なだれ：積雪が 70 cm 以上あって最高気温が平年よ

り 5C 以上、または日降水量が 15 mm 以上 

0.0 - 1.5

1.5 – 2.0

2.0 – 3.0

3.0 – 4.0

4.0 – 5.0

5.0 - 1.5

0.0 - 1.5

1.5 – 2.0

2.0 – 3.0

3.0 – 4.0

4.0 – 5.0

5.0 - 1.5

000 - 200

020 - 400

040 - 600

060 - 800

080 - 100

100 - 000

000 - 200

020 - 400

040 - 600

060 - 800

080 - 100

100 - 000

000 - 100

010 - 200

020 - 300

030 - 400

040 - 500

050 - 600

060 - 900

000 - 100

010 - 200

020 - 300

030 - 400

040 - 500

050 - 600

060 - 900

1.08 

2.17 

1.08 

1.84 
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集中する豪雪時に、なだれ注意報より時間的かつ空間

的にも雪崩発生危険度の高い箇所を予測することが可

能であるものといえる。 
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図 12 秋山郷前倉地区（上）、湯沢町土樽（中）、秋山

郷屋敷地区（下）の長期 SI 変動（○：実際の雪崩発生

日、█ ：SI < 1.5 の期間、■：広域積雪安定度分布（図

13、14）を作成した日、━：なだれ注意報発令期間：

秋山郷前倉－十日町地域、湯沢町土樽－魚沼南部地域、

秋山郷屋敷－中野飯山地域） 

 

 

図 13 1 月 3 日 19 時の広域積雪安定度分布（●：秋

山郷屋敷地区の雪崩発生箇所、▲：雪崩が自然発生し

たスキー場） 

 

 

図 14 1 月 14 日 19 時の広域積雪安定度分布 

４．高密度 DEM データを活用し積雪状況等を考慮し

た危険区域設定手法の検討 

４．１ 目的と方法 

 危険箇所点検や気象情報等から雪崩発生の危険性が

予測された場合、早急に危険区域を設定し、警戒避難

につなげることが必要となる。危険区域の設定手法と

しては、保全対象からの見通し角による経験則 3)を用

いて最大到達距離を求めることが一般的であるが、過

大となる場合も考えられる。そこで、本研究では雪崩

運動シミュレーションにより到達範囲を予測する手法

を、平成 18 年豪雪時に発生した雪崩事例を用いて検討

した。 

 シミュレーションを行う際には雪崩走路の地形デー

タを入力する必要があるが、一般に豪雪時には雪崩斜

面は大量の積雪により平滑化され、雪崩が発生すると

無雪期の地形条件より遠くまで到達しやすい傾向にあ

ると考えられる。よって、シミュレーションを行う際

には積雪による斜面形状の変化を考慮した地形データ

の設定が必要であるが、豪雪時に斜面の測量を行うこ

とは困難である。そこで、本研究では平成 18 年豪雪時

に、大規模雪崩（流下距離 500 m 以上）の発生箇所で

航空レーザプロファイラ計測により作成された高密度

DEM（Digital Elevation Model）データを用いて、無雪

期の地形データから豪雪時の斜面形状を推定する手法

を検討した。 

 また、現在雪崩の到達範囲予測に用いられるシミュ

レーションでは、経験則により求められた最大到達距

離まで雪崩が到達することを前提にパラメータが設定

されているため、このパラメータを用いてどこまで到

達するかを求めることは困難である。そこで、平成 18

年豪雪時に発生した雪崩事例のデータを用いて、危険

区域設定に適切なパラメータの設定手法を検討した。 

 

４．２ 結果 

４．２．１ 積雪期と無雪期の斜面形状の違い 

 一般に豪雪時には地形の凹凸や植生が積雪に覆われ

て斜面が平滑化し、雪崩発生の危険性が高まるほか、

雪崩が発生するとより遠くまで流下する危険性も考え

られる。このため、斜面の平滑化（フラット化）は雪

崩危険箇所点検における項目の一つとなっている（表

3）。 

 豪雪時に多量の雪が堆積した斜面を測量することは

困難であるが、近年になって航空機搭載型レーザプロ

ファイラにより広範囲の測量を空中から精度良く行う

ことが可能となってきている。そこで、平成 18 年豪雪
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で大規模な雪崩が発生した新潟県湯沢町土樽周辺およ

び新潟県津南町～長野県栄村の秋山郷周辺（表 4）で、

積雪期および無雪期に測定された以下のデータを用い

て、地表面と積雪面の形状の違いについて検討した。 

① 積雪期（2006 年 2 月 25 日）の斜面形状－航空レ

ーザプロファイラにより計測した 2 m メッシュ

の DEM（Digital Elevation Model）データ 

 

 

 
図 15 積雪期の DEM データと雪崩の経路（上：秋山

郷地区、下：土樽地区、□：空中写真判読による表層

雪崩発生箇所、━：解析を行った大規模雪崩の経路） 
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図 16 地表面（無雪期）と積雪面の計測例（図 15 秋

山郷地区の経路②） 

② 雪崩の経路－2006 年 3 月 4 日に撮影された空中

写真から判読した流下痕跡 

③ 無雪期（2006 年 11 月）の斜面形状－空中写真か

ら作成された 2 m メッシュの DEM データ 

 図 15 に積雪期の斜面形状（①）と雪崩の経路（②）

を重ね合わせたものを示す。雪崩経路のうち、到達距

離 500 m 以上の大規模なものを土樽地区から 3 経路、

秋山郷地区から 6 経路抽出して比較検討を行った（図

15 中の－線）。図 16 は雪崩経路に沿った地表面と積雪

面の DEM データを縦断面図にしたものの 1 例である

が、積雪面は地表面より滑らかであることが確認でき

る。 

 そこで、雪崩が実際の積雪面上を流下する場合と、

地表面上を流下すると仮定した場合で、どの程度雪崩

の到達距離が異なるかシミュレーションにより検討を

行った。シミュレーションには、集落雪崩対策 4)に用

いられている 

    2
0

2

cossinecossin vhhv h

gS




   

(3) 

と表される雪崩速度を求める式 5)を用いた。ここで、 

：乱流減衰係数 [m/s2] 

h：雪崩流下深 [m] 

：動摩擦係数 

：斜面傾斜角 [] 

v：雪崩の速度 [m/s] 

v0：雪崩の初速度 [m/s] 

S：斜距離 [m] 

g：重力加速度 [m/s2] 

である。ただし、動摩擦係数は経験式 6)などから 









)10(/5

)100(6.001.0

vv

vv
      (4) 

と設定される 4)ことが多く、雪崩の経路をあらかじめ

設定しておけば、速度を計算する際に使用するパラメ

ータは乱流減衰係数および雪崩の厚さhの2つとなる。

式 3 からわかるようにが大きければ h は小、また逆に

h が大きければは小となり、両者の適切な組み合わせ

を用いることが重要である。 

 乱流減衰係数の数値は大きいほど雪崩は流れやす

く、遠くまで到達するようになる。計算の際には、実

際の積雪面上で雪崩の停止位置が一致する（実際の停

止位置で v = 0 となる）ようなを逆算して求め、その

値を使用することにした。 

経路番号 

雪崩経路 

全層雪崩 

表層雪崩 

経路番号 

全層雪崩

表層雪崩

雪崩経路 
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表 6 積雪期の斜面形状を用いて逆算した乱流減衰係

数 

地 区 
 

（h 増加の場合） 

 

（h 一定の場合）

秋山郷① 265 1904 

秋山郷② 164 1802 

秋山郷③ 222 3485 

秋山郷④ 291 4658 

土樽① 249 2999 

土樽② 338 4077 

土樽③ 188 997 
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図 17 積雪面にもとづくパラメータによる雪崩の到

達距離の計算結果（上：雪崩の厚さ hが増加する場合、

下：雪崩の厚さ h が一定の場合） 

 

 また、h は 

100/0 Shh          (5) 

とし、雪崩の発生層厚 h0から 100 m 流下するごとに 1 

m 増加すると設定されることが多い 4)。h0は、一般的

な値として 1～2 m4)が用いられており、ここでは 1 m

と設定した。また、h が h0 = 1 m のまま流下すると設

定した場合についても計算を行った。 

 逆算により求められたの値を表 6 に示す。なお、秋

山郷地区の経路③、④では実際の停止位置と一致する

パラメータが見つからなかったため除外している。雪

崩の厚さ h が増加する場合と一定の場合では乱流減衰

係数の逆算値が大きく異なることがわかる。これは、

h が増加すると設定した場合、雪崩の到達距離が長い

場合に h が徐々に大きくなり、相対的にが小さく計算

されるためである。 

 つぎに、表 6 のパラメータを使用して、地表面（無

雪期）と積雪面の上でシミュレーションを行い、両者

の到達距離を比較した（図 17）。全体に地表面におけ

る到達距離は積雪面に比べやや小さく計算される結果

が多く、積雪により平滑化された斜面では雪崩の到達

距離が大きくなりやすいことがわかる。両者の差は最

大で 105 m（秋山郷 5、h が増加する場合）に達した。

なお、h が一定の場合（図 17 下）には全体に差は小さ

くなっており、これは積雪面より斜面傾斜角の緩い地

表面地形などがあった場合、が大きければ斜面傾斜角

や凹凸等の変動にほとんど左右されずに速度が維持さ

れる一方、h が増加する場合はが小さいため速度が減

少してしまう（式 3 参照）のが原因と考えられる。 

 

４．２．２ 積雪期の斜面形状を推定する方法の検討 

 シミュレーションにより雪崩の到達距離を推定する

際、無雪期の地形データを用いるとパラメータおよび

経路によっては誤差が大きくなることが示されたが、

積雪期の地形データが常に入手できるとはかぎらない。

よって、豪雪の緊急時には既存の無雪期のデータから

積雪期の斜面形状を推定するなどして対応することが

考えられる。ここでは、積雪期の斜面形状を推定する

際に、どのような方法が適当か検討を行った。 

 前節と同様に、新潟県湯沢町土樽周辺および新潟県

津南町～長野県栄村の秋山郷周辺で計測された無雪期

および積雪期のDEMデータを使用して検討を行った。

実際の雪崩経路の地形データ（無雪期）を下記の方法

で平滑化処理を行うことにより積雪面を推定し、実際

の積雪面との形状が一致し、標高誤差が最も小さくな

る方法を最適な推定方法として選定することとした。 

方法① 標高約 10 m 間隔のデータ 

方法② ①のデータに解析対象地区の積雪深の標高

依存性（+10 cm/標高 100 m）を加えたもの 

方法③ 10, 20, 30, 50 m 毎のメッシュの標高データ 

方法④ 10, 30, 50 m にわたるメッシュの標高データ

を平均したもの 

方法⑤ 4 m 四方の領域の平均標高データから接峰

面（谷部分を埋めた標高データ）を作成したもの 

ここで接峰面とは、ある窓領域の平均標高と、窓領域
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中央メッシュの標高データを比較し、標高の高い方の

値をもとのメッシュに代入していくものであり、谷・

沢などの地形の凹部を埋める効果を持つものである。 

 図 18 は、図 16 に示した斜面において解析を行った

結果の一部を拡大したものである。積雪面と各方法に

よる推定積雪面を比較すると、以下のような傾向があ

る。 

・方法①、②：地表面とほぼ同一であり、積雪面の推

定には向かない 

・方法③、④（30 m の場合）：地表面と積雪面のほぼ

中間付近に位置しており、やや精度が向上している。 

・方法⑤：一部誤差が大きい部分があるものの、積雪

面と同様に斜面が平滑化している様子をよく表して

いる。 

 また、定量的に各推定結果の違いを評価するために、

積雪面と各推定結果の標高の誤差を求めた（図 19）。

図 19 上に示す平均誤差は、全体にマイナスの値となっ

ている。これは、地形データに積雪深を加えた標高ま

では推定できていない方法が多いためと考えられる。

全体としては、図 19 下に示す二乗平均平方根誤差と合

わせてみてみると、接峰面を作成する方法⑤が全体に

誤差が小さい結果となった。この方法は、周囲の標高

の高い部分に合わせて地形を平滑化するため、他の方

法に比べて積雪深分の標高の増加を考慮でき、沢など

の凹部が雪で埋まり地形が平坦化する現象を表現でき

るためと考えられる。 

 さらに、推定積雪面を用いてシミュレーションを行

い到達距離を計算した結果と、実際の到達距離を比較

し、推定方法が妥当であるか検討した。シミュレーシ

ョンのパラメータは、積雪面と地表面で差異が大きか

った雪崩の厚さ h が増加する場合（図 17 上）で、乱流

減衰係数は表 6 の左側を用いている。なお、誤差の大

きい方法①、②では計算を行わなかった。 
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図 18 斜面形状推定結果の例（経路：秋山郷②、図

16 の斜面の一部を拡大） 

-15

-10

-5

0

土
樽
③

土
樽
②

土
樽
①

秋
山
郷
⑥

秋
山
郷
⑤

秋
山
郷
④

秋
山
郷
③

秋
山
郷
②

秋
山
郷
①

 方法①
 方法②
 方法③
 方法④
 方法⑤

平
均
誤
差

 m

 

0

5

10

15

土
樽
③

土
樽
②

土
樽
①

秋
山
郷
⑥

秋
山
郷
⑤

秋
山
郷
④

秋
山
郷
③

秋
山
郷
②

秋
山
郷
①

 方法①
 方法②
 方法③
 方法④
 方法⑤

二
乗
平
均
平
方
根
誤
差

 m

 

図 19 各推定積雪面と積雪面との標高誤差（上：平均

誤差、下：二乗平均平方根誤差） 
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図 20 地表面および推定積雪面上における停止位置

の計算結果と実際の停止位置の差 

 

 各推定積雪面で雪崩の到達距離を計算し、実際に雪

崩が停止した位置からの差を求めた結果を図 20 に示

す。シミュレーション結果は、全体に実際の停止位置

よりも手前（マイナス側）で停止する計算結果となっ

ているが、地表面の場合と比べるとその差は減少して

おり、積雪面の推定が有効であることがわかる。また、

図 20 においても接峰面を作成する方法⑤が全体に誤

差が小さい結果となっている。 

 以上の結果から、地形データから積雪面を推定して



戦－１５ 豪雪時における雪崩危険度判定手法に関する研究（１） 

 11

シミュレーションを行う際には、接峰面を作成する方

法が最適と考えられる。また、計算方法の簡便さを考

慮すると、方法④（30 m）も比較的誤差が小さい結果

を示している。 

 

４．２．３ 豪雪時の雪崩発生状況を考慮した雪崩運

動モデルのパラメータの検討 

 豪雪時に警戒避難等の対策を講じる必要が生じたと

き、雪崩到達範囲の予測が重要となる。保全対象から

の見通し角により最大到達距離を求める経験則 3)もあ

るが、図 21 のように平成 18 年豪雪の雪崩災害事例と

比較すると、過大なものとなる場合があることがわか

る。そこで、前節のように雪崩経路の斜面形状を適切

に設定し、さらに適切なパラメータによりシミュレー

ションを行うことが重要となるが、既往の雪崩事例が

無い場合には表 6 のような逆算によるパラメータの目

安が存在しないため、緊急時の対応に苦慮することが

考えられる。そこで、様々なパラメータを用いてシミ

ュレーションを行い、実際の雪崩到達範囲をよく再現

できるパラメータを選定することとした。 
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図 21 実際の雪崩到達地点（▼）と発生点までの見通

し角 18による表層雪崩の最大到達地点（×）（図 15 

土樽地区の経路①） 

 

表 7 パラメータ検討のためのパラメータの組み合わ

せ 

 シミュレーションは前節と同様に新潟県湯沢町土樽

周辺および新潟県津南町～長野県栄村の秋山郷周辺に

おける雪崩経路の積雪面データを用いておこなった。

シミュレーションに用いる乱流減衰係数および雪崩

の厚さ h の組み合わせの設定は表 7 のとおりである。

まず表 7 の設定①、②については、雪崩履歴からパラ

メータを逆算した場合について表 6 の値（h 増加の場

合）を使用するものとし、土樽・秋山郷地区それぞれ

についての平均値および最大値（危険側）を採用した。

一方、表 6 の h 一定の場合については、集落雪崩対策

で用いられている = 1000～3000（表層雪崩の場合）4)

と範囲がほぼ一致していることから、設定③～⑤のよ

うに、3 ケースに分割して計算を行うこととした。 

 図 22 は実際の雪崩停止位置と、表 7 の各パラメータ

設定を用いて計算された停止位置を縦断面上で比較し

たものである。パラメータによっては最大 1 km 程度

まで実際の停止位置との差が生じる場合もあったが、

見通し角 18を用いて設定された最大到達距離よりは

明らかに実際の雪崩停止位置に近づいている。このこ

とから、見通し角を用いた従来の危険区域設定手法を

シミュレーションにより改善可能と期待できる。 

 また、最適なパラメータを検討するために、実際の

停止位置と、各パラメータによる停止位置の計算結果

の差を図 23 にまとめた。設定②による、既往の雪崩事 
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図 22 各パラメータによる到達距離の変化（上：土樽

①、下：秋山郷⑥） 

設定  h 

① 
秋山郷・土樽地区の平均値 

（秋山郷：236、土樽：258） 

h0 = 1 m から 

100 m 毎に 1 m 増

② 
秋山郷・土樽地区の最大値 

（秋山郷：291、土樽：338） 

h0 = 1 m から 

100 m 毎に 1 m 増

③ 1000 一定（1 m） 

④ 2000 一定（1 m） 

⑤ 3000 一定（1 m） 
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図 23 実際の停止位置と各パラメータによる停止位

置の計算結果との差 

 

例から逆算したパラメータのうち最大値を使用した場

合の結果はすべて安全側に計算されており、危険箇所

設定を行う上では最も実用的といえる。また、雪崩事

例がない場合には、設定⑤（ = 3000）を用いた場合

も、比較的誤差が少ない結果となっている。 

 よって、過去の雪崩履歴が判明している地域ではパ

ラメータを逆算した中から最大値を、また履歴が存在

しない場合は = 3000 程度に設定することが考えられ

る。 

 また、秋山郷⑥や土樽③ではどのパラメータ設定に

おいても停止位置の誤差が大きくなっており、上記の

推奨パラメータを使用しても最大で 500 m 程度の誤

差が生じる可能性があることを示している。これは、

本研究で使用したシミュレーションは縦断地形しか設

定せず、上記の経路にみられる谷幅の広がり（図 15）

等の要素は考慮していないことが関連していると考え

られる。より精度の高い危険区域設定手法を確立する

には、本研究のような経路地形やパラメータの設定手

法の高度化に加えて、シミュレーション自体の高度化

（2 次元化など）も必要になると考えられる。 

 

５．まとめ 

 豪雪時の雪崩災害を防止・軽減するための手法につ

いて検討し、以下のような結果が得られた。 

・雪崩危険箇所点検について、行政機関等からのヒア

リングおよび現地調査を実施し、点検手法や内容を体

系的にとりまとめ、「雪崩危険箇所点検・管理要領

（案）」を作成した。また、応急対策についても同様に

調査を行い、施工方法などによって分類して対象斜面

の規模等に応じて最適な手法を選択するためのフロー

を作成し、「雪崩応急対策手法事例集」としてとりまと

めた。これらは寒地土研雪氷チームの作成する「道路

管理上のパトロール要領」と合わせて土研資料として

公表する予定である。 

・解析雨量および地形データを組みあわせて広域の積

雪安定度の変化を計算することで、平成 18 年豪雪時に

多量の降雪により発生した雪崩について、雪崩発生の

危険度を時間および地域を絞り込んで示すことができ

た。 

・雪崩の到達距離をシミュレーションで予測する手法

について、精度向上のために積雪期の斜面形状を接峰

面により推定する手法を提案し、それを用いることで

より合理的に危険区域の設定を行えることを示した。 
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RESEARCH ON AVALANCHE RISK ASSESSMENT METHOD IN HEAVY SNOW 
  A number of snow avalanche hazards caused serious social problems in the Heisei 18 heavy snow. To overcome these 

problems, we collected examples of inspection and emergency measures from the administrative offices and published 

“Guidelines for Inspection of Avalanche Danger Slope (draft)” and “Case Study Book of Emergency Measures for 

Avalanche” for systematic inspection and emergency measures. 

  Additionally we investigated avalanche risk evaluation method of calculating stability index of the snowpack by use of 

radar rain gauge and digital elevation model. We suggested the avalanches during snowstorm can be predicted since the time 

series of the stability index in Heisei 18 heavy snow decreased below dangerous level in the storm. 

  Furthermore, we proposed methods of estimating snowy avalanche track from digital elevation model in non-snow season 

and setting parameters of avalanche dynamics model verified by runout data in the Heisei 18 heavy snow, for accurate 

numerical simulation of avalanche runout. 

Keyword: snow avalanche, inspection, emergency measure, radar rain gauge, stability index, avalanche dynamics model 

 

 

 

 


